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施策評価シート
協働コミュニティ課(企画政策課、秘書広報

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

課)

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
■まだ未達成 □ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

みんなが輝き活躍するまちを実現 □平均を下回る ■ほぼ平均 □平均を上回るみ1-2 協働のまちづくりの推進 みんなでつくるまちづくり 【15】するために
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇協働のまちづくりに向けては、市民活動団体の中間支援組織である市民協働推進センターゆめこらぼを中心に、
キーワード【7】 相談業務、情報提供、人材育成、地域連携促進といった事業に取り組んでいます。平成27年度からは、新たに市民

　わたしたちの地域社会は、価値観の多様化や少子高齢化などにより環境が大きく ◆ボランティア・市民　まちづくりに参画す ・市民団体・東京大学・市が協働して取り組んできたひまわり事業を所管し、協働によるまちづくりに拠点として
変化しており、これまでの画一的な公共サービスだけでは、多様化する市民ニーズ 活動団体、ＮＰＯなどる市民や団体と行政が 位置づけていきます。一方、開設７年目を迎えたゆめこらぼの認知度は依然として低く、今後は広報・ＰＲにも力
に応えることがむずかしい状況となっています。 の自立に向けた育成、、お互いに理解を深め 施策の成果と課題を入れていく必要があります。
　市民参加と協働のまちづくりを推進するためには、行政だけではなく市民自らも 支援 、それぞれの長所を活 (取組成果や目標 ◇その他にも、市民活動団体を紹介するサイト「地域活動情報ステーション」の運営や、ＮＰＯ等の市民活動団体
地域のことを考え、市政への関心を高めるとともに、ボランティア・市民活動団体 ◆ボランティア・市民かしながら力を出しあ が地域課題の解決に繋がる事業を提案し、採択後に最大３年間の補助を受けられる「ＮＰＯ等企画提案事業」にも達成に向けた課、ＮＰＯや企業、大学、行政機関などの地域活動を担う組織や団体が協働でまちづ 活動団体、ＮＰＯ、企い、協働でまちづくり 取り組んでいます。しかしながら、前者については登録団体が頭打ちになっており、後者についても、提案事業数
くりに取り組むことが重要です。 業、大学との連携によを進めることをめざし 題、成果向上・ が頭打ちであり、かつ、行政と市民との協働事業になかなか結びつかないといった課題があります。
　今後は、こうした取組を継続するとともに、ボランティア・市民活動団体、ＮＰ るまちづくり ます。 コスト削減策等) ◇市政に「きっかけがあれば参加したい」と思っている潜在的な市民を掘り起こすため、新たな市民参加の手法と
Ｏなどが自立した活動を行えるよう、支援・育成のための検討が必要です。概要 して、「市政モニター制度」の構築を検討します。課題としては、市政モニターの選出方法をはじめ、参加方法、【16】

質問項目、個人情報保護への留意などがあります。

留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】

検
証
項
目

施策の重要性の変化◇ＮＰＯ等の市民団体は「新しい公共」の担い手として位置づけられます。また、協働のまちづくりを進めていくためには、Ｎ □弱くなっている ■以前と同程度 □強くなっている
ＰＯとともに大学や企業など、地域の多様な主体との連携を深めていくことも重要です。 【17】

今後の方針
意識調査での重要度

■平均を下回る □ほぼ平均 □平均を上回る
【18】

◇市民協働推進センターゆめこらぼは、広報・ＰＲに力を入れつつ、より市民活動団体の育成や市民活動団体同士
事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 のコーディネート機能、さらにはＮＰＯなど目的型の市民活動と、地域活動との連携機能に重点を置いたセンター

運営を図っていきます。

事
業
群

協働のまちづくりを実践する市職員の育成に努めます 地域協働型職員の育成
1 ◇地域活動情報ステーションは、平成28年度に予定している、市民協働推進センターゆめこらぼホームページのリ

ニューアルの際に、情報発信機能として統合できるよう見直しを進めます。今後の方針市民参加を機軸としたまちづくりを進めます 市民参加を機軸としたまちづくりの推進
2 ◇ＮＰＯ等企画提案事業は、当面は事業を継続しつつも、これまでの事業提案型の補助制度として課題を踏まえつ

(具体的な事業群 つ、ＮＰＯ団体育成など、他の目的を踏まえた制度への見直しについて検討します。
協働のしくみづくりを進めます さまざまな地域主体と協働したまちづくりの推進

3 や事務事業を示 ◇市政における緊急課題や市民生活に密接に関わる問題などについて、あらかじめ登録した「市政モニター」から
意見聴取を行うことで市民意向や課題などを迅速に把握することを目的として、市政モニター制度の構築についてしながら)
検討を行います。

【19】

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

年度 24 25 26 27 28 29  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化「協働のまちづくりの推進」に対する満足度 15％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 11.3 11.3 11.3 9.2 施策実施　本市では、市民参加や協働のしくみづくりを積極的に進めていますが、市が行っ
Ⅴ 成果を維持しつつ、コストも現状を維持する施策領域ている「まちづくりや市政への市民参画など協働のまちづくりの推進」の取組に対

  方針【22】する評価を、市民意識調査の「市民満足度」により把握します。
達成率 75% 75% 75% 61%

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位企業・大学・ＮＰＯなどとの協働事業数 130件 件

説
明

算
出
式
・

実績値 104 109 145　企業・大学・ＮＰＯ・団体との連携や協働事業の拡充がまちづくりを推進する力
になります。このような企業・大学・ＮＰＯ等との協働事業数を増やすことを目標

成
果
指
標

とします。
達成率 80% 84% 112% 0% 説明【23】

指
標
３

名称 目標値 単位

【12】

説
明

算
出
式
・

実績値

達成率 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
■ 拡充 □ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化コストの
 方向性【21】

　協働のまちづくりの推進については、中間支援組織である市民協働推進センターゆめこらぼを中心とした地域連
達成率 携の推進や、地域活動情報ステーションなどの市民活動団体の活動を紹介するインターネットサイトの運営、地域

課題の解決などを目指したＮＰＯ等企画提案事業などに取り組んできました。
達成率の平均値 78% 80% 94% 31% 　市民意識調査結果では、重要度は全施策中で最も低い水準となっていますが、今後の地域社会を取り巻く環境の判断理由等

変化に対応するためには、行政だけでなく、ボランティアやＮＰＯなどとの協働によるまちづくりは重要なことか
【市民意見】【13】 【24】 ら、新たな市民参加手法の検討や職員の意識改革、担い手の発掘といった取組により施策内容の拡充に努めるべき

と判断しました。24年度 27年度

満足度(％) 11.3% 満足度(％) 9.2% 満足度(％)
各年次の市民意識調査で、

満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施-0.07 -0.04 Ⅱ 成果の向上を図りつつ、コストは現状を維持する施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】
合計値として算出しています。重要度(％) 53.1% 重要度(％) 47.4% 重要度(％)

重要度 重要度 重要度0.55 0.51
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)
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 比較【30】

1 協働のまちづくりを推

進するための職員の意

識啓発

協働コミュニティ

課

　協働のまちづくりに向けては、行政職員にも意識、知識、スキルの習得が必要となる

ため研修事業等に取り組んでいます。

823 0 823 　協働型の職員を育成しています。 Ａ

2 新たな市民参加手法の

検討

企画政策課 　市民参加条例に基づき、計画、条例等のうち、市政運営上の基本事項に関するもの、

市民に重大な影響が及ぶものなどを対象として、市民参加の手続きを行っています。し

かしながら、現状では参加者の減少や偏り、固定化といったことが課題となっており、

市民ニーズに合った企画・立案を行うためにも、幅広い方々の意見を反映させる仕組み

の検討・実施が必要となっています。
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